
特別法上の準備金

資 産 合 計 5,563,869 負 債 ・ 純 資 産 合 計 5,563,869

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

投資その他の資産

その他有価証券評価差額金

そ の 他 の 投 資 等

貸 借 対 照 表
（2023年3月31日現在）

お き ぎ ん 証 券 株 式 会 社
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 5,028,149 流 動 負 債 1,899,290
現 金 及 び 預 金 2,768,176 信 用 取 引 負 債 650,945

預 託 金 1,412,554 信 用 取 引 借 入 金 648,359

信 用 取 引 資 産 650,945 信 用 取 引 貸 証 券 受 入 金 2,586
信 用 取 引 貸 付 金 648,359 預 り 金 1,048,034
信用取引借証券担保金 2,586 顧 客 か ら の 預 り 金 897,838

募 集 等 払 込 金 103,568 そ の 他 の 預 り 金 150,196

短 期 差 入 保 証 金 50,000 受 入 保 証 金 96,190

前 払 金 44 未 払 金 4,334

前 払 費 用 4,027 未 払 費 用 37,166

未 収 入 金 13,445 未 払 法 人 税 等 6,697

未 収 収 益 22,354 賞 与 引 当 金 53,524

その他の流動資産 3,404 役 員 賞 与 引 当 金 2,397

貸 倒 引 当 金 △ 370 固 定 負 債 167,825
繰 延 税 金 負 債 99,957
長 期 未 払 金 61,108
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 6,760

535,719 金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金 5,190
5,190

4,777 負 債 合 計 2,072,307
建 物 3,052 純 資 産 の 部
器 具 ・ 備 品 1,588 株 主 資 本 3,196,428

136 資 本 金 850,000
21,241 資 本 剰 余 金 872,753

ソ フ ト ウ エ ア 18,189 資 本 準 備 金 872,753
3,051 利 益 剰 余 金 1,473,674

509,700 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,473,674

4,000 純 資 産 合 計 3,491,562

投 資 有 価 証 券 473,100 繰 越 利 益 剰 余 金 1,473,674
長 期 差 入 保 証 金 32,462 評 価 ・ 換 算 差 額 等 295,133
長 期 前 払 費 用 137 295,133



（単位：千円）

営 業 収 益 992,632

受 入 手 数 料 379,364

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 539,318

損 益 計 算 書

自 2022 年 4 月 １ 日

至 2023 年 3 月 31 日

おきぎん証券株式会社

科　　　目 金 額

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 941,250

取 引 関 係 費 159,044

人 件 費 587,654

金 融 収 益 73,950

金 融 費 用 28,610

純 営 業 収 益 964,022

租 税 公 課 15,401

そ の 他 7,816

営 業 利 益 22,772

不 動 産 関 係 費 66,089

事 務 費 99,117

減 価 償 却 費 6,125

営 業 外 収 益 7,751

受 取 利 息 76

貸 倒 引 当 金 戻 入 263

雑 損 失 76

償 却 債 権 取 立 益 420

受 取 配 当 金 4,200

雑 収 入 2,791

営 業 外 費 用 76

30,447

法 人 税 等 調 整 額 16,812

当 期 純 利 益 4,375

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

30,447

9,259

経 常 利 益



(単位：千円）
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当期首残高 850,000 872,753 872,753 1,469,299 1,469,299 3,192,053 277,678 277,678 3,469,731
当期変動額
　　　当期純利益 4,375 4,375 4,375 4,375
　　　株主資本以外の項目の
　　　当期変動額（純額） 17,454 17,454 17,454
当期変動額合計 4,375 4,375 4,375 17,454 17,454 21,830
当期末残高 850,000 872,753 872,753 1,473,674 1,473,674 3,196,428 295,133 295,133 3,491,562
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株主資本等変動計算書
自 ： 2022 年 4 月 1 日
至 ： 2023 年 3 月 31 日

おきぎん証券株式会社



 

個 別 注 記 表 

2022 年 4 月 1 日から 

 2023 年 3 月 31 日まで 

 

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1.トレーディングの目的および範囲 

      当社は取引所等有価証券市場における相場、金利、通貨の価格その他の指標に係

る短期的な変動、市場間の格差を利用して利益を得ることをトレーディングの目

的としており、その範囲は有価証券の売買であります。 

2．資産の評価基準及び評価方法 

（1）有価証券の評価基準および評価方法 

売買目的有価証券（トレーディング商品に属する有価証券）・・・・時価法 

その他有価証券（トレーディング商品に属しない有価証券） 

市場価格があるもの・・・当期末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は

移動平均法により算定） 

なお、その他有価証券の評価差額は全部純資産直入

法により処理しております。 

市場価格がない株式等・・移動平均法による原価法 

3．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建   物  8～50 年 

器具備品   3～20年 

(2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社

内における利用可能期間（5 年）に基づく定額法によっております。  

  

4．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。     

(2) 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支払いに備えるため、当社の所定の計算方法による支給見

込額を計上しております。 

(3) 役員賞与引当金 

役員賞与の支給に備えるため、当期における支給見込額に基づき計上しておりま

す。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員への退職慰労金の支給に備えるために、役員に対する退職慰労金の支給見込

額のうち当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しております。 



 

 

(5) 金融商品取引責任準備金 

証券事故による損失に備えるため金融商品取引法第 46 条の 5 の規定に基づく準 

備金を積立てております。 

 

５．収益及び費用の計上基準 

(1) 委託手数料 

顧客からの株券等の売買注文を取引所に発注するサービスを提供しております。

当該取引に係る委託手数料は、取引所で売買注文が執行された時点（以下、「約

定日」という。）で履行義務が充足されることから、約定日（一時点）に収益を

認識しており、対価は約定日後、概ね 2日以内に受領しております。 

    

（2）募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料 

新たに発行される有価証券や既に発行された有価証券を顧客が取得するための

申込みの勧誘を行っております。有価証券の募集等については申込日又は販売形

式によるものは売買成立日に履行義務が充足されことから、募集等申込日又は売

買成立日である一時点に収益を認識しており、対価は約定日後、概ね 4 日以内に

受領しております。 

 

６．その他の計算書類の作成の為の基本となる重要な事項 

当社の計算書類は、「会社計算規則」(平成 18 年法務省令第 13 号）の規定の他、

「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成 19年 8月 6 日内閣府令第 52号）お      

よび「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（昭和 49 年 11 月 14 日付日本証

券業協会自主規制規則）に準拠して作成しております。 

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

2. 貸借対照表に関する注記 

1. 差入れている有価証券および差入れを受けている有価証券等の時価額 

（1）差入れている有価証券等の時価額 

 信用取引貸証券 3,390 千円 

信用取引借入金の本担保証券 650,026 千円 

差入保証金代用有価証券 438,154 千円 

（2）差入れを受けている有価証券等の時価額 

 信用取引貸付金の本担保証券 3,390 千円 

信用取引借証券 650,026 千円 

受入保証金代用有価証券 849,012 千円 

2. 有形固定資産の減価償却累計額 83,669 千円 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

3. 株主資本等変動計算書に関する注記 

（1） 発行済株式の種類及び総株数に関する事項 

種 類 当期末株式数 

普通株式 23,101,800 株 

(2) 普通株式の配当に関する事項 

・ 配当支払額     該当事項はありません。 

 

 

4. 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因 

繰延税金資産 

繰越欠損金                        323,435 千円 

長期未払金                         18,271 千円                

賞与引当金                         16,003 千円 

その他                            18,602 千円 

繰延税金資産計                376,313 千円 

評価性引当金                    △350,386 千円 

繰延税金資産合計               25,927 千円 

 

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金                 125,884 千円 

繰延税金負債合計                  125,884 千円 

 

繰延税金負債の純額                 99,957 千円 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

5. 金融商品に関する注記 

１. 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社は、個人顧客を対象とした株式等金融商品の売買の媒介及び取次業務を中心として

おります。顧客向けブローカー業務の一環として株式に係る信用取引を取り扱っており、

買建については顧客に対して金銭の貸付（信用取引貸付金）を、売建については株券の貸

付（信用取引貸証券受入金）を行っております。顧客に対する信用取引貸付金に充当する

ため、株式市場、金融市場の状況や、信用取引の増減等資金需要を勘案して、母店証券会

社からの借入（信用取引借入金）による資金調達を行っています。また、信用取引におけ

る貸株に充当するため、母店証券会社からの株券の借入に見合う担保金の差入（信用取引

借証券担保金）を行っております。 

このほか、顧客から受け入れた預り金、信用取引等に係る受入保証金を顧客分別金とし

て、当社固有の資産と区分して沖縄銀行へ金銭信託として預託しております。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

 当社が保有する金融資産は、顧客からの預り金等を沖縄銀行へ預入れた預託金及び信用

取引貸付金が主なものとなります。預託金は、金銭信託により運用しています。信用取引

貸付金は、顧客の購入株式を担保として確保した上でさらに所定の保証金を受入れており

ますが、顧客の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されており、株式市場の

状況の変化等により、契約条件に従った債務履行がなされない可能性があります。 

 短期の金融資産である信用取引貸付金に充当する資金調達手段として信用取引借入金

を利用しております。 

  (3)金融商品に係るリスク管理体制 

①全般的リスク管理体制 

取引先リスク、市場リスク及び流動性リスクを含む各種リスクについての管理体制等は

社内規程で明確化し、取締役会の承認を得ております。取引先リスク及び市場リスクにつ

いては、金融商品取引法に基づきそのリスク相当額及び自己資本規制比率を定量的に管理

しており、総務部が毎営業日に算定の上、取締役及び内部管理統括責任者に報告する体制

となっております。また、毎月末のリスク相当額を含む自己資本規制比率の状況は取締役

会、経営委員会にて報告しております。 

②取引先リスクの管理 

信用取引に係る与信限度額、立替金発生の防止及び発生時の処理などに関する手順等は

社内規則で厳格に定め、個別貸倒の発生を極小化するため、管理体制を構築しております。

また、信用取引に伴うリスク量を含む取引先リスク相当額及び自己資本規制比率は金融庁

告示に基づき毎営業日に総務部にて算定し、翌営業日に取締役及び内部管理統括責任者に

報告しております。 

③市場リスクの管理 

 個別の投資は投資額に応じて取締役会決議の上、行っています。また、これらの市場リ

スク相当額を含む自己資本規制比率は金融庁告示に基づき毎営業日に総務部にて算定し、

翌営業日に取締役及び内部管理統括責任者に報告しております。 

④資金調達に係る流動性リスクの管理 

支払準備の確保、支払期日の管理につきましては、業務部において日々管理されており、



 

銀行借入等による資金調達が必要な場合には、社長承認に基づき実施しております。日々

の資金繰りの状況は、総務部から毎営業日、取締役等に報告されております。 

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

   金融商品の時価には、市場価格に基づく時価のほか、市場価格が無い場合には、合理的

に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては、一定の前提条件等を

採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。 

 

２．金融商品の時価に関する事項 

  2023 年 3月 31 日における貸借対照表計上額、時価額及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、現金及び預金・預託金・信用取引資産・募集等払込金・短期差入

保証金・信用取引負債・預り金・受入保証金・未払法人税等は、現金であること若しくは短

期間で決済されるため、時価が帳簿価格と近似していることから、注記を省略しております。 

 貸借対照表計上

額（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1)投資有価証券 

  その他有価証券 

 

473,100 

 

473,100 

 

－ 

資産計 473,100 473,100 － 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

資産 

 (1)投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

 

 

6. 関連当事者との取引に関する注記 

兄弟会社等 

                                      （単位：千円） 

種類 氏名又は名称 

議決権等の 

所有割合 

（被所有）割合 

関連当事者

との関係 
取 引 の 内 容 取引金額 科目 

期末 

残高 

兄弟会社等 
株式会社 

沖縄銀行 
－ 取引銀行 

顧客分別に係る

預  託  金 
354,365 預託金 1,361,551 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）1.資金の預託については、市場金利に連動した利率を適用しております。 

 

 

 

 


